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平成３１年度 住警器等配付モデル事業実施要綱 

                        平成３１年３月２８日 制定 

                  一般社団法人全国消防機器協会｢社会貢献委員会｣ 

第１ 目的 

 住宅火災による死者を低減させるためには、住民一人ひとりが住宅防火に関心をもつこと、ま

た、火災を早期に発見するとともに初期消火することが必要である。 

 このため、一般社団法人全国消防機器協会「社会貢献委員会」（以下「社会貢献委員会」とい

う。）では、全国の高齢者（災害時要援護者を含む。）世帯に対し、住宅用火災警報器（以下「住

警器」という。）、住宅用消火器(以下「消火器」という。)及び防炎品の配付モデル事業を行い、住

民の住宅防火に対する意識の高揚及び住警器、消火器及び防炎品の普及促進を行うことを目

的とするものである。 

 

第２ 住警器、消火器及び防炎品 

配付する住警器、消火器及び防炎品（以下「住警器等」という。）は、次のものとする。 

１  住警器は、住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に係る技術上の規格を定める

省令（平成１７年１月２５日総務省令第１１号）に適合する警報器（煙を感知する性能を有す

る住宅用火災警報器。）とする。 

２  消火器は、消火器の技術上の規格を定める省令（平成１２年９月１４日自治省令第４４号）

に適合する住宅用消火器とする。 

３  防炎品は、（公財）日本防炎協会が認定する防炎品のうち、防炎エプロン及び防炎アー

ムカバーとする。 

 

第３ 配付モデル事業実施地区 

 住警器等の配付モデル事業（以下「配付事業」という。）は、市町村（又は消防本部）内の地区

のうち、高齢者世帯の占める割合が多く、かつ、住宅防火対策の推進について、自主的な取り

組みを実施している住宅防火モデル地区、住宅防火対策推進協議会（連絡会等を含む。）、自

治会等が整備されている地区を対象とし、２０地区を限度に選定する。 

 

第４ 配付事業実施地区の要件 

 配付事業実施地区の要件は、次のとおりとし、当該地区において配付事業が円滑に行うこと

ができると認められる地区とする。 

 

１  一地区当たり配付対象となる高齢者（災害時要援護者を含む。）のみの所帯が、概ね１０

０世帯以上であること。なお、1地区でこの要件を満たさない場合にあっては、複数の地区と

することができること。 

２   配付事業を行う事により、住警器、消火器及び防炎品についての普及の促進に効果が
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あると認められること。 

 ３  消防団、婦人防火クラブ、自治会等の協力により、配付した住警器、消火器及び防炎品

の配付、設置等が適正に行うことができ、かつ、火災などの災害時に高齢者（災害時要援護

者を含む。）への支援体制の環境が整っていること。 

４  原則として、配付事業実施地区は、過去に当「社会貢献委員会」から住警器、消火器又

は防炎品の配付を受けていないこと。 

 なお、申請団体が過去に申請されている場合でも、配付事業の実施を予定している地区

が異なる場合には、対象となること。 

５  配付事業実施地区決定後又は配付事業実施にあたっては、当該地区の住民や報道機

関等に対し、配付事業の内容、実施等について積極的に広報し、情報提供を行うこと。 

 

第５  住警器等の贈呈式及び住宅防火対策講演会の実施地区の募集 

配付事業実施地区決定後において、贈呈式及び住宅防火対策講演会を当全国消防機器協

会及び実施地区団体（申請者など）との共催により行う予定としており、協力いただける団体につ

いては、申請時にその旨を明記していただきたいこと。 

なお、贈呈式及び住宅防火対策講演会については、1 ないし２地区において実施を予定して

おりその概要は、次の通りであるが、具体的な実施にあたっては協力をお願いする団体と、別途

協議することとしていること。 

 １  贈呈式   

当全国消防機器協会会長から事業実施団体の代表の方に直接贈呈させていただくこと

とし、概ね３０分程度を予定していること。 

 ２  住宅防火対策講演会 

    次に掲げる内容について、概ね 2 時間程度を予定していること。 

   ① 住宅防火対策全般についての情報提供 

   ② 住宅用防災機器の性能機能や設置等に関する技術的情報の提供 

   ③ その他 

 

第６  配付事業実施地区の選定方法 

１   配付事業実施地区の選定については、応募のあった地区を対象に、「住警器等配付モ

デル事業実施地区選定委員会」において審議し、決定する。 

   なお、審査は、提出された申請書により行うこととしており、当該申請書に記載されている

配付事業実施地区の実情、活動内容等に関する事項が対象となる。 

２ 配付事業実施地区は、各都道府県において、原則として、２地区以内とする。 

ただし、当該地区において、特段考慮すべき事項や特に高い社会貢献が認められる事

業提案が有るなど、選定委員会において決定した場合にあってはこの限りではない。 
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第７ 配付する住警器、消火器及び防炎品の数量 

 １  配付する総数は、住警器２，０００個、消火器５００本及び防炎品５００セットとする。 

 ２  一地区当たり、原則として、住警器１００個、消火器２５本及び防炎品２５セットを配付す

る。 

  

第８ 申請手続等 

１  第４に掲げる要件に該当し、住警器、消火器及び防炎品の配付事業を希望する者は、

「住警器等配付モデル事業申請書」（別記様式）により、「社会貢献委員会」宛申請するもの

とする。 

  なお、申請書類等は、極力、電子データとし、メールにより、送信されたいこと。 

２ 社会貢献委員会は、住警器等配付モデル事業実施地区を決定した場合には、当該地区

に係る関係者（申請者）に「住警器等配付モデル実施地区決定書」で、通知するものとす

る。 

   なお、住警器等配付モデル事業実施地区を決定については、当機器協会のホームペー

ジにも掲載する。 

また、併せて、住警器の交換回収事業並びに贈呈式及び住宅防火対策に関する講演会

（研修会）に業力いただける団体についても、通知することとする。 

 ３  住警器等配付モデル事業実施地区に選定されなかった申請者等に対しても、その旨を

通知する。 

 

第９ 住警器、消火器及び防炎品の維持管理等 

１  配付後住宅に設置された住警器及び消火器の維持管理については、配付事業実施地

区の責任者（申請者）において、配付者に対し必要な情報等を提供し、適正に行われるよう

配慮するものとする。 

２  防炎品については、配付者に対し必要な情報等を提供し、調理時等には必ず着用する

など、適正に使用されるように配慮するものとする。 

 

第１０ その他 

１  住警器等の配付事業を実施した後に、完了した旨の連絡をお願いしたいこと。 

２  住警器等の配付事業実施後概ね１年後に、改めて、配付後の効果等に関するアンケート

調査の依頼を行うこととしていること。 

 

  附 則 

この要綱は、平成３０年３月２２日から実施する。                

          


